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村）機能

中核的な
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○ しかし

施された

量が過大

れている

また、

域におけ
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要なノウ
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包括支援セ

包括支援セ

能の一部と

な機関とし

施されるに

しながら、平

た調査によ

大」（25.1%

る（複数回

、同調査に

けるネット

られており

ウハウを有
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＜地域包括
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して地域の
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よれば、地域
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において、「
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、行政直営

の最前線に

れており、地

能力を備えた

年９月に全国

域包括支援

多く、次い

職員の力量

構築に係る

答可）、ま

が十分に確

0・11）。

ターが抱え

営型、委託型

立ち、地域

地域ケア会

た人材が確

国の地域包

援センターが

で「職員数

量不足」の

る事業に関わ

さに地域包

確保されて

える課題〔

型にかかわ

域包括ケアシ
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わる業務」

包括ケアシス
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図 10〕＞ 

わらず、行政

システムに

などその業

ことが重要

ンターを対

課題として、

（21.3%）が

務内容とし

（25.9%）が

ステムの構

域が依然と

政（市町

における

業務が適

要である。

対象に実

、「業務

が挙げら

て、「地

が最も多

構築に必

として多
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  ○ こうした中、国においては人員体制を業務量に応じて適切に配置するなど

の機能強化が検討されている。（図 12） 

 

 

 

 

＜「職員の力量不足」の場合の業務内容〔図 11〕＞ 

資料：「地域包括支援センターにおける業務実態や 
   機能のあり方に関する調査研究事業報告書」 

資料：厚生労働省 

〔図 12〕



 

  

 

 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ こう

必要とす

があり、

職員の資

 

○ また、

医療・福

強化に向

配慮する

② 介護

○ 介護人

ていく必

  介護職

年には２

  そのた

る者を維

分野に定

した方向性

する人材を

、県におい

資質の向上

市町村担

福祉に精通

向け、専門

る必要があ

・看護人材

人材や看護

必要がある

職員につい

２３７～２

ためには、学

維持・増加

定着するよ

性を踏まえ

を確保する

いては、あ

上に努める必

当部局にお

した人材を

知識を有す

ある。 

材 

護人材等、サ

。 

いては、平成

４９万人が

学卒就職者

させるとと

う、処遇の
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、市町村は

ことができ

いち介護予

必要がある

おいても、

を確保する

する職員の

サービスの提

成２４年の

が必要と推

者やハロー

ともに、離職

の改善など

は、管内の

きるよう、

予防支援セ

る。 

保健師や社

とともに、

育成や、適

提供にかか

の１４９万人

推計されてい

ワークなど

職して他産

どに取り組む

の各地域包括

人材の育成

センターにお

社会福祉士

システム

適切な人事ロ

かわる人材に

人（全国）

いる。（図

どを通じて新

産業へ流出

む必要があ

括支援セン

成に取り組

おける研修

士など地域の

の継続及び

ローテーシ

についても

に対し、平

13・14） 

新たに入職

していく者

ある。 

〔図

資料：厚

ンターが

組む必要

修により

の保健・

び充実・

ションに

も確保し

平成３７

職してく

者が介護

図 13〕

厚生労働省 
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○ こうし

行われて

・教育

え、

祉施

・就職
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・潜在

・大学

・専門

・処遇

○ 参入の

小学生、

などを対

ー等の開

る。 

○ さらに

②キャリ

確保策が

計画等に

したことを

ているとこ

育現場（高校

将来の仕事

施設への見学

職希望者に対

の開催 

在的有資格者

学等への訪問

門相談員の助

遇の改善を始

の促進につい

中・高校生

対象に、介護

開催や、年齢

に、今後の方

リアパスの

が検討され

においてさ

を踏まえ、現

ころである。

校生、教員

事の選択肢

学会の開催

対する介護

者の職場体

問活動・合

助言・支援

始めとした

いては、教

生、大学生

護の仕事の

齢等に応じ

方向性とし

の確立、③職

れており、こ

らなる具体

 26 

現在、県に

 

員等）を対象

肢の一つと

催 

護現場への不

体験による再

合同面接会に

援による離職

た人材確保策

教育委員会を

生、保護者、

の大切さと魅

じた進路・就

して、国にお

職場環境の

こうした動

体策を打ち

おいては、

象に、福祉

して関心を

不安や疑問

再就職支援

による人材

職防止策を

策に関して

を始めとし

、元気な高

魅力を伝え

就業相談を

おいては、４

の整備・改善

向を注視し

ち出していく

以下のよ

祉・介護分野

を持っても

問の解消を図

援 

材と事業所の

を実施 

て国への要請

した関係機関

高齢者、子育

えるための介

を行ってい

４つの視点

善、④処遇

しながら、介

くことが必

うな人材確

野で働く魅

らうための

図るための

のマッチン
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関と連携し

育てを終え

介護体験や

くことが重

点（①参入の

改善）によ

介護保険事

必要である。

〔図14〕

資料：

確保策が

魅力を伝

の社会福

のセミナ

ング 

しながら、

えた主婦

やセミナ

重要であ

の促進、

よる人材

事業支援

。 
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厚生労働省



 

 

  

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ また、

職員需給

の 94.0

しかし、

待できな

いくため

従事して

③ 元気な

○ 地域包

ある。生

今後、ひ

支えがあ

ＰＯ等多

高齢者

ともに、

15） 

 

 
＜

看護職員

給見通し（

％から平成

少子化の進

ない状況に

めには、県

ていない人

な高齢者の

包括ケアに

生活支援や介

ひとり暮ら

あれば地域

多様な主体

者の社会参加

担い手とな

生活支援サ

については

（平成２３～

成２７年に

進行等によ

になっている

において、

人の再就業支

の社会参加

に必要な人材

介護分野の

しの高齢者

域で暮らし続

体が生活支援

加をより一

なる高齢者

サービスの
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は、平成２

～２７年）」

は 98.9％

より看護師等

ることから

離職防止対

支援を推進

材として欠

の担い手と

者等が増加

続けること

援サービス

一層推進する

者の生きがい

充実と高齢

２年１２月

」によると

と年々向上

等学校養成

ら、今後、必

対策及び資

進する必要が

欠かせないの

して活躍し

する中で、

ができる人

スを提供する

ることで、

いや介護予

齢者の社会

月に策定さ

と、その充足

上していく

成所からの新

必要な看護職

資格を持ちな

がある。 

のが、地域の

してもらう

見守りな

人は多く、

ることが必

必要な人材

防にもつな

会参加〔図 1

れた「愛知

足率は平成

と見込まれ

新卒者の伸

職員数を確

ながら看護

の元気な高

ことが有効

どのちょっ

ボランティ

必要となって

材が確保で

ながってい

資料：

15〕＞ 

知県看護

成２３年

れている。

伸びが期

確保して

護業務に

高齢者で

効である。

っとした

ィア、Ｎ

てくる。 

できると

いく。（図

厚生労働省


